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１．はじめに

第２次世界大戦後に展開された管理会計体系論は，経営管理問題との関連
Ⅱ）

において体系的把握を試みたものが主潮をなしている。ところで，経営管理

の問題が経営管理職能に力点をおいて認識される場合，管理会計体系論は，

管理職能の分析を重視する視点から形成されるという特徴をみせることにな

る。この職能的接近との関連において管理会計の体系的構築をはかる場合，

たとえば管理lIMI能を計画，統制，および調整あるいは意思決定という轍能に

分類するというかかる作業に依拠して包括的な枠組みが構築されようとも，

管理会計体系論は，管理職能に対する重点のおきどころによってその強調点

や特色をかえることになり，それによって多岐的に展開する可能性をもつこ

とになる。伝統的経営管理論においては，経営管理活動を主として管理過程

に即して分析を試みていた。だがそうであっても，管理会計側からみれば，

それが管理会計体系論に対して十分に一般的な整序枠を提供するものであっ

たかとなると，必ずしもそうともいえない段階にとどまっていたといえるで
（２）

あろう。この意味において，管理会計を体系的Iこ展開するにあたっては，管

理職能についての整合的な理解を必要としたといえる。だが，このことがあ
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る意味では，管理会計の基本的性格の把握に関して一定の制約をもたらした

ということに注意しなければならない。

管理会計は，管理職能に対する役立ちを重要な任務としているものの，一

方では会計を主体とする諸技法をみずからに内在する固有のまとまった体系

をもったものと認識されてきている。このことを前提において管理会計を理

論的に展開するなら，会計のもつ管理機能の側面だけでなく，管理会計技法

に固有な手段的側面をも考慮に入れた基本構造の形成を第一義的な課題とし

なければならないであろう。ここに管理会計の本質認識に通じた脈絡をもつ

素地を確保することになると考えることができる。本稿では，このような課

題に対する議論の展開を直接の目的とするものではない斌上の考察によって少

なくともつぎのことを明確に意識できるであろう。つまり，管理会計は，資

本管理の内容を有する経営管理活動との相互規定関係によって特定化される

計算技術構造と，上位目的としての企業目的の達成を可能にするための操作

がとりわけ会計の技術的形態の榊造をとおして成立する社会的構成との統一

という特質をもっているということである。前者の計算技術的構造の側面は，

会計目的に対して手段的な特性を発揮し，後者の社会的構成の側面は，この

会計の手段性が制度を媒介にして政策・方針と結びついて形成する管理会計

実務のなかに見出される特性を有するのである。

なお，以上のように理解する会計榊造は，管理会計体系の形成をはかる場

合に理論的基礎をなすものとして位置づけられなければならない。さらに，

会計の技術的な作用は，管理構造に照応して，企業における主体的目的との

関係によって調整されるということが指摘されるであろう。この意味におい

て，会計の技術的特性は，会計の社会性との相互規定の関係にあって企業の

管理活動に対して重要なはたらきをしているとみなければならない。

そこで，以上のような思考に基づいてとらえ直すならば，管理会計論は，

直裁にいえば，会計の手段的機能とそれを主体的に利用する経営管理活動と
（３）

の関連性を把握する視点から展開されなければならなしsことを指摘しうる。

すでに言及したように，会計の技術的特性がその社会的機能に重要な影響を

及ぼすため，その意味で経営管理活動との関連性をとらえることには意義が

ある。かくして，いまや管理会計体系論は，会計における手段性と管理機能
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の両側面に焦点をあてて検討されなければならないであろう。改めて述べる

までもなく，ここでいう会計の管理機能とは,'会計的方法と会計制度の統一

としての管理会計が，一定の企業目的を有効に達成するための経営管理に対

してもつ相互作用のことである。

以下では，このような視座から，管理会計体系論の展開を考察することに，

する。もちろん，このことは，上述した見解の妥当性を確かめることも含む゛

であろう。

(注），

(1)第２次大戦後における管理会計体系輪の展開について総及している畑:近の文献とし

て，つぎの研究をあげておく。iiiロー雄編箸「管理会計購義」宵林書院新社，1972年，

第１章～第３章，津曲直躬著｢管理会叶鎗｣国元掛房,1977年，第１部，前田負芳著｢業

綴管理会計論序脱｣白桃掛房,1978年，第４章，青木茂男箸「管理会計研究」中央経済

社，1980年，第１綱～第２編，辻厚生稿「管]亜会計総」黒沢清主編「体系近代会計

学、，1981年，第７章。

(2)つまり，伝統的管理会計体系論は，主として管理過程学派の見解に依拠してきたと

みるのである。この意味で，フェイヨル（H・Fayol),ニューマン(Ｗ、Ｈ・Newmanハ

クーンツーオドンネル（Ｈ・ＫoontzandODonnell）などの見解は，管理会計体系論

に多大な影響を及ぼしてきたといえよう。しかしながら，この見解にも重大な問題が

存していることが指摘される。この点については，たとえばつぎの文献を参照。

ＩＬＮ・Anthony，PlanningandContro1System，HarvardUniversity，1965，

高橋吉之助訳「経営管理システムの基礎」ダイヤモンド社，1968年。

(3)この点については，ＡＡ.Ａ､，‘`ReportoftheCommitteeonManagementAcc-

ounting,,,TheAccountmgReview,Aprill959，ｐｐ・209～211を参照。なお，会

計理論の構造については，馬場克三箸「会計理論の基本問題」森山醤店，1975年，第

６章を参照。

2．統制概念の変容と管理会計体系論

既述のように，戦後になって展開された管理会計体系論は，主として経営

管理の基本的職能に対する会計の役割に注目し，このような視点からの体系

的櫛築を企図していた。このような理論的な接近の仕方では，経営管理の基

本的職能をいかに定立するかによって，それを起点とする展開方向は決定的

とならざるをえない。すなわち，管理会計体系論は，経営管理論における管
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理職能論の登場とその後の動静によって，基本路線が明確化する一方で内容

に関する変遷をつづけてきているのである。

さて，管理会計体系論の基本路線は，1949年に，ManagementPIannmg

andControl：AManageria］ApproachtolndustrialAccountingを著し

たゲツツ（Ｂ,Ｅ・Goetz)によって敷かれたことは,幾多の論文によって指摘
（４）

されているところである。最近の論攻でも，たとえば辻厚生教授Ｉよ「ゲッ

ツ以後の体系論は，総じて彼の提起した見解の精繊化，ないし補完をはかっ
⑤

たものといえなくもなし､」と述べられ，ゲッツ体系論をこう評価されるので

ある。一方，津曲直躬教授は，ゲッツの示した管理会計体系論の方向指定に

対して一定の評価を与えながらも，ゲッツが与えた「基本路線は，『管理会

計とはなにか』といういわば原理的な認識にあたって，それがなにに貢献す
●●●●●

べき力､」を重視しう『それがどのような貢献をなしうるか』を直裁に間うて
⑥

いなし､と解される」とされる。このように，ゲッツ以後の体系論が管理会計

の貢献機能に関して多彩な展開をみせ，ゲッツ理論の補完をはかったもので

あるとしても，その推移を分析するためには統一的な視点としての主題を必

要とする。われわれは，上述の指摘にも関連して，これに統制機能を措定す

るのである。そこで，当面の課題は，戦後における管理会計体系論の展開を

統制概念の変遷に関心をはらいながら検討することとしたい。

ところで，これについては最近でも，管理会計の立場から統制概念の変遷
リブ）

を論じられた佐藤精一教授のすぐれた論攻ｶｾﾞある。そこでもとりあげられて

論評された文献にベッドフォード(Ｎ・MBedford)の論文がある。ベッドフォ

ードは，1957年にアカウンテイング・レビュー誌上で発表した論文のなかで

計画設定と統制の区別，つまり計画設定が統制から分離して別個の機能を遂

行するものと認識された経緯について言及している。ベッドフォードは,それ

まで統制に含められていた計画設定を統制から分離させるという思考が経営

管理分野の発展に照応して好ましいとされたのは過去10年以内のことである
（８）

と指摘している。さらlこ立ちいっては，大要，つぎのようにも述べている。

第２次世界大戦まで，ほとんどのアカウンタントは，企業の計画が利益を創

出すべきものと考えていたのに対し，統制は利益を創出するように会社の諸

活動をコントロールするプロセスとみなされていた。この広い意味で，統制

－８４－
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｛よ，企業の将来の活動を決定することと，諸計画の遂行を保証することを含

んでいたというのであぷこうして,ベッドフォードは，このような統制概
念が混乱をひき起しているとして計画設定を別個の管理機能とすることの意

義を説くのである。

ベッドフォードによって，アカウンタントが管理機能を計画設定と統制と

に識別するようになったと指摘された戦後期は，既述のゲッッが計画会計と

統制会計とに区分する管理会計体系論を展開した時期にあたる。この意味で

も，ゲッツの体系論は，現代に継承された管理会計体系論の先駆的位冠を占

めるものといえる。

ところで，ゲッツの体系論における計画のための会計は，主として個別計

画を対象としたものであり，組織下屑の日常業務に関する計画を注視する所

見は明確でない。そのこととも関連して，統制のための会計についての見解
Ｕｑ

Ｉ二も明確さを欠いていたといえる。
叩

この傾向は，アメリカ会計学会の1951年度委員会報告書におし､ても同様で

ある。報告書は,｢原価計算（costaccounting)は，経営管理のツール(tool）
０２

である」と定義したところで，その内容について，「原価計算l土，財務会計

のためにデータを提供することのほかに，統制の問題と代替案に関する意思

決定に関連する多くの原価尺度を管理者に提供するj'こととしている｡以上
のことは，原価計算の目的に関する議論のなかで一層明確に示される。それ

伽

らを列挙すると，つぎのようにもfる゜

（１）一般財務諸表の作成に必要な原価を集横すること。

（２）各種レベルの管理者に対して，原価のコントロールに必要な原価デー

タを提供すること。

（３）経営意思決定とそれに関連する経営方針に必要な原価情報を管理者に

提供すること。

これらのうち，第３の目的としてあげられている経営意思決定は，主とし
"

て特殊原価調査に関して論及されてし､る。したがって，1951年度委員会報告

書では，原価計算を対象としているという限定づきであっても，個別計画を

中心とする経営計画が意識されていたとみなければならない。一方，一般財

務諸表の作成という目的に関しては，予算編成がとりあげられている。そこ
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胴

でも，企業予算Iま利益目標の設定のために充用されるものとされている。だ

が，そこでの問題意識は，主として企業予算のために役立つ原価計算制度に

おかれていて，いわゆる計画会計についての十分な説明は与えられていない。

このこととも関連して，期間的業務管理に関しては，むしろ原価統制が強調

されている。したがって，この報告書では，個別計画，原価統制および損益

計算を柱とする原価概念の整理に重点がおかれていたといえる。そのために，

期間計画に結びつく計画会計と統制会計の区別には明確さを欠くこととなった。

この計画会計と統制会計を明確に区別する考察は,アメリカ会計学会の1955
伽

年度委員会報告書までまたなければならなかった。

本報告書は，企業原価の本質について，つぎのように規定している。「原

価は，有形，無形の経済的資源の取得または創造にあたって，目的に則して
胴

＝放棄きれた，または放棄されるべき価値のＩＨＩ定額を表わす一般名辞である」

と。したがって，原価は経営目的に即して測定されるとともに，それを介し

て意図する目的に適した原価概念が打ち出されることになる。この場合，原

価概念は，管理目的によって規定されるから，経営管理活動における原価の

利用目的を特定化することが必要になるであろう。これとの関連で，本報告

書は，経営管理職能を計画設定と統制に大区分し，さらに前者を個別計画設

定と期間計画設定とに分類しているｻﾞそれまで,計画機能が管理会計の体系
に関して，統制から明確に区別されたものとして認識されたのは基本的には

個別計画であった。ところが，ここでは期間計画の設定活動が統制活動とは

異質なプロセスとして強調されることとなったのである．

同様に『統制活動は，原価の手段的機能に関連させて，コミュニケーショ
ロＱ

ン，動機づけおよび業績評価に分類された。これらの機能は，原価資料の提

供目的として認識されており，その意味でそれぞれの機能に対して原価がい

かなる有用性をもつのか，あるいはいかなる手段的役立ちをもつのかを明ら

かにしている。しかしながら，これらの三つの機能が統制活動に対してそれ

ぞれいかなる独自的意義をもつのか，あるいはそれぞれの機能がいかなる相

互関係によって統制機能を発揮するのかについては，十分な説明が与えられ

なかったのである。

ここで一つ注目すべき点は，統制機能を事前統制と事後統制とに区分し，

－８６－



管理会計体系論の再検討（吉村）

側‘

これについての明確な議論を展開したことである。この区分'よ，業績評価に

かかわるばかりでなく，動機づけやコミュニケーションとも関連する問題

であるが，ここではとくに，コミュニケーション機能とのかかわり合いに着
働

目して，計画プロセスにつながるフィードバック機構が意識されていたこと

に注意しなければならない。
燭

さて，1958年度管理会計委員会報告書でIま，管理会計の本質と意義という

管理会計自体の解明に重点が移行することになる。もちろん，そのことは経

営管理職能との関連において把握されており，それまでの体系論が原価計算

の経営管理への役立ちに焦点をおいていたのに対し，本報告書は，会計を基

礎とするデータ，あるいは経済的データが経営管理職能に対しいかなる役立

ちをもつのかを直裁に問うことによって管理会計システム設計の基礎を形成

することに重点をおいている。そのための準備作業として、管理会計の基礎

をなす既存の諸概念や諸手続の再検討をとおして，管理会計のこれらの技法

や概念が近代的経営管理の要請に応えるに足るものでない点を析出し，その

ことを踏まえて，内部管理の要請に適合するような管理会計の技法や概念の
例

J開発を企図したのである。

したがって，計画の側面については，個別具体的な計画機能に論及し，統

制の側面についても，事前統制および事後統制を含む一連の統制プロセスに
鯛

ついて論じている。ここで特記すべきことＩ土，企業の組織構造を意識した責
閥

任会計の概念が重視されていることである。この点で，本報告書は，すでに

1955年度委員会報告書において，企業の組織を構成する意思決定者に対して

会計情報を提供するという会計機能重視の観点にだって，いわば羅列的に

あげられていたコミュニケーション，動機づけ，および業績評価の諸機能を，

責任会計の概念を媒体にして相互に関連づけるいと口を与えたといえよう．

それは，やや結論的にいえば，ゲッツが強調した個人責任に立脚した管理会

計制戯理論的に補完するものといえる。
だが，そのことをもって，統制活動が整合的に分析されたうえに，経営

管理活動全体を包括するような内容の充実がはかられているとは必ずしもい

えない。一定の構造をもつ会計対象が経営管理と結びついて発現する個々の

管理活動は，一定の目的と論理を伴ったものでなければならない。管理会計
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'よ，このような目的と無関係ではありえないから，いかなる目的に対して，

またいかなる機能領域（functionalarea)に対して機能するのかが当然解明

されなければならない。別言すれば，管理会計の目的を規定するとともに経

営管理活動に対して管理会計が遂行する機能を明確にすることは，重要な論

点である。それまで，管理会計の目的はもっぱら管理目的に焦点をあて，し

かもこの目的に対する手段系統としての原価概念の析出に力点がおかれてい

た。その点は，本報告書でも，既述のとおり重点が原価概念から管理会計の

概念・手続に移行していることを除けば，大筋においてそれまでと異なると

ころはない。したがって，ここでも，企業活動や企業目的の分析，およびそ

れと関連する会計測定の解明を直接試みることはなかったといえる。もっと

も，このことは，当委員会が意識していたことである。そのことは，つぎに

示す文言からも明らかであろう。「本委員会は，管理会計の発展が将来二重

のかたちをとるべきであると考えている。第１に，アカウンタントは，財務，

生産，および販売に関する主要な管理問題を一層入念に調査研究すべきであ

る。第２に，アカウンタントは，計画設定と統制に計量的データを有効に利

用できるように，このようなデータの収集，分析，解釈，および利用のため
”

lこ_層適切な技術の研究と開発を進めるべきである」と。
国

このうち，第１の展開方向(よ，1959年度委員会報告書のなかで明確にとり

あげられることになる。

この意味で，1959年度委員会報告書は，見のがしえない重要な報告書とな

った。本報告書では，「私企業の主要目的は，経済的資源をその管理のもと

で利用することによって長期利潤（long-runprofit)を極大化し，追加資源

を有利に使用するための投資機会を探求することであるPとし,企業の管理

者にはこの目的を実現するために，主として，「利潤を有効に極大化し，か

つ投資機会を最大にするような計画とプログラムを展開するj,責任があると
している。それに対応して，「管理会計の役割は，利益と投資を効果的に計

画し統制するために，経営管理者が基本的な責任を遂行するのに役立つ分析
＠

や評価を提供することである｣とされる。その場合，管理会計l±，企業におけ

る将来の業務計画やプログラムに関する財務健全性および代替的行動コース

に関する予想利益結果の評価を志向する奉仕活動として機能することが，指

－８８－
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働

摘される。つまり，会計機能の役割はこのような評価目的のために期待され

ているというのである。というのも計画などの効果は一般に利益とか原価の

結果，資産への投資額，あるいは利益率（rateofreturn）という共通の表

現形態で要約されるからである。本報告書は，このような共通の表現を与え
00

るものが会計機構であるとみている。すなわち，「会計機構lま，会社の諸活

動に関連する多彩で複雑なすべての要因が企業に及ぼす効果を要約するのに
鰯

役立つ唯一の手段である」と強調するのである。このことは，経営管理活動

に対する会計の奉仕機能が，じつは会計の機構を不可欠の条件としていると

いうことを物語るものである。

以上のように，本報告書では，企業目的が長期利益の極大化である点を明

確にしたのであるが，しかしこの単一目的のみで企業に課せられた責任を完

遂できるはずもない。だから，この基本目的を効率的に達成するために必要

な管理目的が管理職能に付託されなければならないことになる。それゆえ，

管理会計はこの二つの目的の効果的達成をみずからの目的として内在化する

ことによって，それに対して手段的特性を発揮することが期待されていると

みることができるのである。これにも関連して本報告書の見解として特記す

べきは，統制活動に関してフィードバック機構が明確に提案されたことと，

企業の機能領域としての生産，販売，および財務に関する管理問題がとりあ
鯛

げられたことである．

フィードバック機能は，すでに1955年度委員会報告書において，業績評価

のプロセスに関して意識されていたが，今回は明確なかたちで出現すること

となった。これによって，計画設定・統制のサイクルについての確認と明確

な理解に到達するとともに，統制がフィードバック機能を介して意思決定と

結びつくという体系を打ち出すにいたったのである。こうして，ここに統制

機能の概念の深化をみるにいたったのである。

ところで，このことは，ただちに会計機能に対するあの種の要請となって

あらわれることになる。ある意味で，これは会計自体の限界とつながる問題

であり，重要な論点を提起したといえるであろう。だが，会計の限界の克服

を示唆する議論は，すでに1958年度委員会報告書のなかで，将来の管理会計

の発展形態としてあげられた第２番目の文言（８頁参照）にみられる。しか

-８９－
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しながら，そこで提起された課題は計量的技法の開発を企図するものであっ

た。そうであるなら，1959年度報告書は，1958年度報告書において提起され

た問題を別の角度から論証したものといえる。しかも仔細にみると，この会

計の限界や会計情報論へつながる問題点などは，生産，販売うおよび財務の

機能領域に関する管理問題の分析のなかで，明示的にも暗示的にも示されて
0m

し]る。

さて,上述の課題に対して一つの解答を示したのが,1966年度委員会の｢基

礎的会計理論の報告書F(AStatementofBasioAccountingThe｡Ⅳy)(以
下では，ＡＳＯＢＡＴと略称する）である。

周知のとおり，ＡＳＯＢＡＴは，管理会計に適応するシステムを「内部経営

管理者のための会計」と規定し，会計を情報システムとみる見地から，これ

を内部報告会計とする見解を示した。こうして，本報告書は，会計学を会計

情報システムの観点から再榊成することを企図して，管理会計が当面する基

本的問題について，つぎのように述べている。

「内部利用のための会計の目的は，組織体の内部の人々に組織体の目標の

達成を容易にする事実に通じた判断と有効な意思決定ができるような情報を
四

提供することである。」

以上，要するにＡＳＯＢＡＴにおいては，意思決定と会計の情報提供機能と

の関連の解明に力点がおかれている。その限りでは，管理会計体系論は，意

思決定プロセスの分析を起点とすることになるであろう。だが，この局面で

ＡＳＯＢＡＴは，「内部経営管理者のための会計の性質，すなわち管理会計の
⑩

概念を検討することから始めるのｶｾﾞ適切である」と述べて，そのためには，

経営管理者の職能を理解する必要があること，さらに，経営管理者の職能を

検討することは，経営管理者の情報要求を理解するために必要であることを
ＩＤ

強調して，経営管理機能の分析を重視するのである。

そこで，管理者の情報要請にかかわる経営管理職能についてＡＳＯＢＡＴの

見解をみることにしよう。ＡＳＯＢＡＴは，経営管理の基本的機能を，管理過

程論に依拠して，計画設定と統制とに二分している。この点で，従来の見解
⑱

と異なるところはなし､。しかしながら，この基本的機能をつぎに示す表lの

ように分類し，管理過程を意思決定活動とつなげる議論を展開している点に

－９０－
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注目しなければならない。

表

ここで，計画設定過程は，(1)問題の認識と明確化，(2)代替的解決案の探求，

(3)代替的解決案の評価，(4)評価された代替的解決案のなかからの選択の４つ
卿

の段階からなるプロセスと解されている。ところで，この諸段階'よ一般に意

思決定プロセスといわれているモデルと同様であるが，それは，「全部では
110

ないｶｾﾞ主として意思決定活動である」と述べて，意思決定プロセスと全く同

一ではないことを指摘する。また，この意思決定活動はトップからローワま

での組織階層に共通の活動であるとされている。そのことは，「代替案には

さまざまな性質のものがあり，意思決定階層によって異なっている。組織の

最上位層においては，代替案は組織体が達成しようとするさまざまな組織目

標や組織目的となる。それよりも，下位の階層では意思決定は，設定された
旧

下位目標を達成するための資源の代替的配分計画を意味する｣と述べてし､るこ

とから明らかである。この点は，統制過程に関しても同じように理解されて

いる。つまり，「統制は，組織体の上方および下方への変化の媒体として作
鯛

用する」というのである。さらに，統制過程についてＩま，従来と異なる見解

がみられる。つまり，フィードバック，業績評価，コミュニケーション，お

よび動機づけに関説しつつ，統制に調整（coordination）を含めていること

である。この場合，調整機能は，「事業部予算の場合のように，上層の組織
⑰

階層でも，また下位の生産あるいは作業場レベノレでも行われうる」ものと解

されている。

以上のように，本報告書は，計画設定を意思決定活動と結びつけ，統制を

フィードバックと結びつけることによって，図,`ｈような経営管理機能の過
程的分析を試みるのである。この計画設定と統制のプロセスは，上・下の管

理階層に共通した機能と解されている。一方，調整は計画設定と統制に共通

－９１－
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図’

（ID

した機能ととらえられている。かくて,概して，計画設定(則面では,各階層の管

理者の意思決定に役立つ情報の提供機能を明確に打ち出しているものの，従

来の体系論とあまり異なるところはない。これに対し，統制の側面は，フィ

ードバック機能を一層強調して明確に示し，そのうえ調整機能をみずからに

内在化するという新しい課題を提起している。だが，フィードバック機能と

しての調整の位冠づけは不明である。そうではあっても，統制と調整の関連

を指摘したＡＳＯＢＡＴの見解は，管理会'計体系論を一層深化ざせ発展させる

Ⅱ可能性を与えたといえる。

(注）

(4)なお，本番の邦訳轡，今井忍・矢野宏訳「総営計画と統制」日刊工業新聞社，

1963年を参照。ゲッツの見解の詳細については，青柳文司稿「ゲツツ管理会計論の柵

想」横浜市立大学論叢，第13巻第３．４合併号を参照のこと。

(5)辻厚生「前掲穂」192頁。

(6)津曲直錫「前掲番」12頁。

－９２－
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(7)佐藤糖一稿「コントロール概念の変遷と会計の諸問題」会計，第12巻第６号，３１

～42頁。

(8)Ｎ､Ｍ・Bedford,“TheNatureofBusinessCosts，GeneralConcepts,”The

AcoountingReview，Janl957Op,１１。

(9)Ibjd.，Ｐｐ，１１～12。

(１０Ｃｆ，Ｂ､Ｅ,Goetz，“ManagementPlalmingandControl，AManagerialApp-

roachtolnduStrialAccounting,慰1949,Ｐｐユ65～228゜この点は，つぎの文献に

よっても指摘されている。津曲直網「前掲轡」１２頁。前田貞芳「前掲書」８３頁。

(11）Ａ､Ａ､Ａ､，“ReportoftheCommitteeonCostConceptsandStandards,"The

AccountingReview,Apr,1952.その詳細については，青木茂男監修，桜井通晴訳

著「Ａ・Ａ・Ａｄ原価・管理会計基準」中央経済社，1975年，８１～114頁を参照のこと。

(ｌ２１Ｌｉｄ，ｐ､174。

(1Ｊ」bid.，ｐｐ、174～175.

001bid.，ｐ､175。

(llLiUo，ｐｐ.，185～188。

(llLid.，ｐｐ.，180～181。

(１，Ａ・ＡＡ.，``ＴｅntativeStatementofCostConceptsunderlyingReportsfor

ManagementPurposes1TheAccountingReviewウApr、1956。

(l81L虹.，ｐ、183。

(ｌｌＣｆ.，Ｉbid.，ｐ､184.

剛Ｃｆ.，Ｉbid.，ｐ､188°

Ｃ]）Ｃｆ，J6jd.，ｐｐ､189～190。

(221Ｃｆ.，I6jd.，ｐｐ、188～190.フィードバック機能は，1951年度委員会報告轡でも知

覚されているが，1955年度報告醤では計画設定につながるものとして明確に認識言れ

ている点で前報告書とは異なる。

卿Ａ・ＡＡ，“ReportofC･mmitteeonManagementAccounting;,TheAccoUnting

Review，Apr、1959,ｐｐ，207～214．

COＣｆ.，Jbjd.，ｐｐ、211～212。

(２１Ｃｆ.，Jbid.，ｐｐ､211-212。

(２１Ｃｆ，IDid.，ｐ,２１２．．

(27）周知のとおり，ゲツツが個人責任に立脚した管理会計論を櫛想した点は高く評価さ

れている。この点については，Ｂ､Ｅ・Goets,。p・ｃｊＬＤｐｐ、233-234,および辻厚生

箸「管理会計論研究」同文館，1977,78-90頁を参照。

㈱CommitteeonManagementAccounting，ｏｐ９ｃ雄，ｐ、212。

(２，Ａ.Ａ､Ａ，“ReportoftheCommitteeonManagementAccouHting,雨The

AccountingReview，July，1960．

G0Libl.，ｐ､400.

61）J6id.，ｐ､400。
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卿Liu.，Ｐ､400．

剛Ｃｆ，乃私，ｐｐ､400～401．

剛Ｃｆ.，必ja.，ｐ、４０１．

脚Ｃｆ.，Ibibl.，ｐ、400.

鯛Ｃｆ.，乃迅.，ｐ､402.本報告轡は，フイードパック機綱が計画設定だけでなく，特定

の意思決定にも役立つことを強鯛し，他方において生産，販売，財務の機能領域別分

析を試みていることによって，管理会計対象についての堀り下げた分析を志向してい

たといえよう．だが，それを内部報告会計として体系化する織論を展開しているとは

いえない。

G7）Ｃｆ，Ibid.，ｐｐ，402～404.

130Ａ.Ａ､Ａ､，AStatementofBasicAccountingTheory,1966，飯野利夫訳「基礎

的会計理論」国元書房，1969年。

I391bid.，ｐ､38,邦訳番，５６頁。

㈹Ibjbl.，ｐ､３９，邦訳轡，５７頁。

Ⅲ）Ｃｆ.，Lid.，ｐ､39,経営管理機能分析は，フェイヨル（Ｈ・Fayol),サイモン（Ｈ､Ａ・

Simon），マーチ＝サイモン（J・ＧＭａｒｃｈａｎｄＨ．Ａ､Simon）などの所論に依拠

していることを指摘している。しかし，これらの所論を管理会計論として展開するこ

との議論は十分でない。

㈹IDL｡.，ｐ､４４．

㈹Ｃｆ.，IbjU.，ｐ、４５．

Q0LjbL，ｐ､４４．

㈹Lid.，ｐ､44.

個乃虹.，ｐ,４５。

(lnJbja.，ｐ､４５.

㈹１，．．，ｐ､５０.

側なお，調整を計画設定に含める有力な見解がある。この点について，つぎの文献を

あげておこう。Ｒ､Ｎ､ＡｎｔｈｏｎｙａｎｄＧＡ.Ｗe]sch，FundamentalsofManagement

Accounting,1977,ｐ、９・山辺六郎「管理会計」千倉轡房，1979､７４～81頁。

3．意思決定会計と業績評価会計の展開

ＡＳＯＢＡＴは，経営管理過程論に依拠して，経営組織と情報を結びつける

観点から管理会計体系論の構築を志向していることで，前述のＡＡＡの一連

の体系論の展開を承継しているといえる。とはいえ，経営組織を職能体系

に限定することなく階層組織をも適応させて，（管理）会計を情報システム

として再構成をはかっていることにおいては前例にない特色がみられる。

－９４－
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だが「管理組織の階層制を意識するのあまりに，目的連鎖体系が強調され

ることになったともいえる。もっともぃ組織階層に適った情報システムを管

理会計体系論に導入することがさしせまって提起された課題であったという
印

事情を考慮するなら，その限りにおし､て，そのことの意義を見出しうるであ

ろう。そうであっても，ＡＳＯＢＡＴが内部報告会計に関して中心的な会計基

準と規定した目的適合性（relevance)は，それ自体，普遍性をもった規準で

あるにもかかわらず，上述のような枠組みに照らしてみるとき，必ずしも整

合的とはいえない。その理由の一端を示せば，ＡＳＯＢＡＴがフェイヨル（H

Fayol）等の管理過程学派の見解に基づいて，経営管理過程である計画設定

と統制の異質性を所与としてうけいれながら，他方では，サイモン（ＨＡ・

Simon）の見解に依拠して分析を試みているものの，これを統一づける要因

についての問題意識が欠落しているからであるツしたがって，この不備を補

完する試みは，さしあたり意思決定の重要性に注目しブそれの管理会計体系

における位冠づけを検討することであると考えることができる。その場合，

管理会計論の枠組みは，経営管理過程と意思決定の関係把握を当面の課題と

して再構成されることになろう。

ＡＳＯＢＡＴ以後にこのような試みを展開した代表的な文献としては，ホー

ングレン（Ｃ､Ｔ・Horngren)のCostAccountmg：AManagerialEmphasis

３ｒｄｅｄ.，1972やデコスターーシエイフアー(ＵＴＤｅｃｏｓｔｅｒａｎｄＥ.Ｌ、

Shafer)のManagementAccounting：ADecisionEmphasis、３ｒｄｅｄ.，

1982などをあげることができる。ホーングレンは，意思決定と情報の関係に
図

留意してつぎのようもf図２を示す。
国

デコスター等もまた，ホーンク゛レンの理解に似た見解を図３として示す。

ホーングレンやデコスターーシェイファーの諸見解に共通する特徴は，第１

に意思決定が計画設定と統制とを媒介する活動として存立すること，そして，

意思決定は企業予算を不可欠の管理会計技法としていることである。第２に，

フィードバック・プロセスが，意思決定と目標の変更,ｊおよび将来のすべて

の活動を計画達成にむけて方向づけることの両者を含むことである。

この見解では，経営における意思決定は，計画設定と統制が重なり合った

プロセスとして認識されているから，この意味で総合予算編成はこのプロセ
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図２会計'情報と意思決定プロセス

報

Ｈ
－ｌ

歴史的記録その他の１W報

予測方法

特定の予測

意思決定モデル

願 1985.3

結果とフィードバック

図３計画設定と統制のプロセス

計画設定プロセス 統制プロセス

標 実際の活動の監視と実

際の結果の測定

目

環境の予測環境
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経営意思決定経営意

詞鶴と簗
計画と実際の結果との

比較

算算子子
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のフィードバック
重要な差異の調杢

是正措薮

－９６－



管理会計体系麓の再検肘（吉村）

スに適合した活動とみることができるが，ここではむしろ，総合予算編成が

各責任センターの意思決定を統合・調整する機能をもつ点に注目すべきであ

ろう。たとえば，デコスター等は，つぎのように述べている。「計画設定プ

ロセスは，責任センターにおけるすべての予算原案（tentaiVebudgets）が

統合されるとき，最終的なかたちを現わしはじめる。個々に決定された諸予

算は，究極的には総合予算（masterbudgets)とよばれる統一体に総合調整
御

されなければならない」と。この見解'よ，意思決定の結果が予算によって表

現されること，しかも各予算原案が調整を経て総合予算として統合されると

みることによって，多様なかたちをとって現われる意思決定の結果が組織の

共通目標を志向する総合予算を介して調整されるということを示している。す

なわち，「総合予算は，責任センターにおける決定のすべてが，収益，費用，
田

資産，負債，および安本|こ及ぼす予想される影響の全体を表現する」ため，

意思決定，調整，および企業予算の有機的関係として把握されるのである。

フィードバック機織が，目標の変更や意思決定モデルの変更として機能す

るということは，フィードバックが計画設定や意思決定と統制とを結びつけ

る機能を遂行しているということでもある。そこで，この点をつよく意識す

れば，管理過程として明確に識別されてきた計画設定と統制のいずれとも質

的に異なったプロセスが認識されることになろう。このような動向のもとで

いちはやく登場したのが,バイヤー(Ｒ・Beyer)のProfitabilityAccounting

forPlanningandControl，１９６４であった。バイヤーは，上述のように

計画設定と統制が重なり合う領域のある点に着目して，管理会計を意思決定
凶

会計と業績管理会計と'二二分して体系づける思考を明らかにしたのである。

このように，バイヤーの構想は，管理会計体系論の再横築を企図したもので

あったが，その基礎に，計画設定と統制という管理過程論が理論的支柱とし

て存在していたことも指摘されなければならない。なぜなら，そのために，

管理過程と意思決定会計・業績管理会計との関係について明確さを欠くこと
Ｇ、

になったと！､えるからである。しかし，そうであっても，このような構想の

論拠となった重要な点は，期間計画設定と統制の不可分`性であったというこ

とを見のがすわけにはいかないであろう。しかも，それを俎上にのせ，検討

を加えるなら，それは十分発展性をひめた問題提起であったことに気づかざ

／

ノ

ノ

／

／
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るをえないのである。かくて，統制とは異質であって，計画設定と統制が一

体的に把握されるプロセスに対して独自の意義を与えようとする見解が，そ

れまでの意思決定会計・業績管理会計の枠組みとは異なった概念装置を伴っ

てあらわれることになる。

たとえば，ユースケ（Ｋ・LEuske）の著書ManagementControl：

Planning，Control，MeasurementandEvaluation，１９８４もそのことを

究極の課題としながら，とくにマネジメント・コントロールについて検討を

加えている。ユースケによれば，マネジメント・コントロール・システムの

モデノガおよび計画設定,統制と評価(evaluation）の関係ばﾂつぎのよう
に図解されている。

図４マネジメント・コントロール・システムのモデル

ご
￣￣
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注）期待関係を示す線
事実関係を示す線

図５計画設定、 統制、および評価の関係
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これらの図解によると，評価は，実際の結果と要請きれた結果との間の関

係を分析するプロセスであり，統制と区別されている。この段階は，フィー

ドバック機構と関連し，従来は統制に重点をおいて議論された範囑である。

また，ここでは，評価としての分析プロセスが測定手段の開発を意図する側
倒

定と目標の一致（congruence）とｷﾘ断の３要素からなるとされている。そこ

で，このプロセスは，短期業績測度の改善や修正行動を促進する要因となる

であろう。他方，統制については，ニューマン（Ｗ,Ｈ・Newwan）やアミイ
６１）

（ＬｐＲ９Ａｍｅｙ）の見解に依拠して，たとえば統制の類型を，操舵(steering)，

点検（yes-no)，および事後（postaction）としている。これとの関連

において，フィードバック・コントロールは，これを事後評価（after‐

the-factevaluation）とみることによって，評価プロセスに含められること
鰯

Iこなる。
国

また『計画設定は，エメリイ（J､Ｃ・Emery）やアコフ（Ｒ､Ｌ､Ackoff)の

見解に依拠して，計画設定と統制の相互依存性を強調しつつ，計画設定と統
剛

制を区分する。さらに，「計画設定'まい史的知識を必要とする」と述べて，

プロセス重視の観点をのぞかせるのである。つまり，このような視点から，

計画設定とフィードバックの機能との結びつきが論証されることになり，計

画設定，統制，および評価の相互関係が過程的に把握されることになるので

ある。

以上のようなユースケの所論には，なお論理的不整合がみられるものの，

多くの文献を渉猟しつつ示したそのマネジメント・コントロール概念は，ア

ンソニーの見解にちかいものとなっている。ところで，評価は，マネジメン

ト・コントロール・システムからの情報を用いて分析することを含み,その

結果によってマネジメント・コントロール・システムに影響を与えるであろ

う。このことを強調するなら，評価は，マネジメント・コントロールのプロ

セスに対置するプロセスとして類型化されることも可能となる。たとえば，

経営管理のプロセスを意思決定に関連づけて規定し，これに対置する評価プ

ロセスを，コンテクスト評価（contextevaluation），インプット評価，プ

ロセス評価，およびプロダクト評価（productevaluation）に類型化する見

解がこれにあたる`:この見解は,意思決定を経営管理に貫徹する基本的機能
－９９－
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とみる視点から，その意思決定を類型化し↑それに対応するものとして評価

を位置づけるのである。このことは，評価が，上述のそれぞれの意思決定に

役立つ分析として機能するとともに，実績と目標ｂ目的，あるいは実績と業

績基準との間の関係分析としてクローズド・ループのフィードバックを介し

ての業績評価にも貢献するということを含意する。

この構想は，意思決定と評価の相互関係，および計画設定，統制，評価の

相互依存あるいは相互規定関係を基本線において，評価を縦の関係において

とらえようとするものである。この意味において，この体系論は，組織にお

ける業績管理の階層連鎖を骨格とする目的・手段体系として構築される可能

性をひめているといえよう。

(注）

鋤アメリカにおいて，1960年代以降支配的となったコングロマリット合併などの企業

集中の進展は，企業の管理構造を本格的に事業部制管理構造へ移行させることとなっ

た。このことは，経営管理の垂直的調整や水平的調整の必要性を促進する要因となっ

たといえよう。管理会計技法は，こうした調整に奉仕してきたといえる。なお，企業

集中の進展と事業部制管理構造についてはＡ、､ChandleriJr.,StrategyandStru-

cture，ChaptersintheHistoryoftheh1dustrialEnterprise，Ｍ・ＬＴ,Press、

1962，三菱経済研究所訳「経営戦略と組織」実業之日本社，1967年を参照のこと。

６１）Ｃｆ.，CommitteetoPrepareAStatementofBasicAccOrmtingTheoryop・

citbOpp､４３～４６．

伽）Ｃ,Ｔ､Horngren,CostAccounting：AManagerialEmphasis4th，1977,ｐ､5．

刷り,TDecOsterandE.Ｌ,Schafer，ManagementAccounting：ADecision

Emphasis，ｐ、４８５．

６０必id.，ｐ,１４．

脚１６虹.，ｐ、１４．

．脚Ｒ・Beyer，ProfitabilityAccountingforPlanningandControl，1964,ｐ､17.

67）バイヤーの所論について検討している文献は，非常に多い。ここでは，バイヤーの

見解に批判的な文献を２点だけあげておこう．小林健吾稿｢業績評価会計と経営計画」

企業会計，第19巻第６号，津曲直躬著「前掲醤」３６～41頁。

６８ＩＫ､JEuske，ManagementControl，1984,ｐ､４．

脚〃“，ｐ､６，なお，本図は，ｎＡ.Suchman，EvaluativeResearch,1967,ｐ,173

に掲載きれているモデル図に修正を加えたものである。

㈱nja.，ｐ､53.

61）Ｗ､Ｈ,Ｎｅｗman,ConstructiveControl1DesignandUseofControlSystems．

－１００－
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1975.Ｌ､Ｒ・Ａｍｅｙ，BudgetPImmingandControlSystems，1979．

伽）Ｋ・ＪＥｕｓｋｅｏＰ・ｃＺＬ，ｐｐ、３３～35.
63）Ｊ・CEmery,OrgamizationalPlannimgandContrｏｌＳｙｓｔｅｍｓｌ９６９ｏＩＬＬ・

Ackoff，AConceptofCorporatePlanningl970.

164）Ｋ､JEuske，ｏｐｂｃｉｔ.，ｐｐ、２６～27.

165ＩＣＬ，Jbid.，ｐｐ、６５１～６８。なお，この点については，、．Ｌ・Stufflebeam，Ｗ､Ｊ・
Foley，Ｗ､Ｊ・Gephart,Ｅ､GGuba，Ｒ､Ｌ､Hammond，Ｈ､０．Merriman，ａｍｄＭ､Mb

Provus，EducationalEvaluationandDecisionMakimg，1971,ｐ、236を参照した

ことが記されている。しかし箪者は，本書を参照することができなかった。

4．管理会計体系論の新展開

上述の見解は，意思決定を経営管理に貫通する概念とみる立場から，意思

決定の具体的な形態として，大筋において計画設定，統制，および評価の過

程を摘出していると解すことができるであろう。しかしながら，評価は，事

後統制（内容は，主として差異分析）につづくフィードバック機能にとどま

るものでなく，計画設定および統制の各段階にも適応的な機能として拡大視
ＧＯ

されている.その限りでI土，統制は一層純化されたかたちをとることになる

のに対し，評価は，むしろ意思決定に並立したかたちをとることになる。こ

の場合，評価は，測定，目標一致および判断を榊成要素とするから，会計の

立場からすれば，これにコミュニケーション機能あるいは情報の流れを介在

させることによって，評価会計が管理会計論の重要な枠組みとして強調され

ることになるであろう。

これは，統制概念の修正と評価概念の拡充を意味するものとみることがで

きよう。これに対し，このような分類は，単なるトートロジー（tautology）

にすぎないとの批判が予想される。だが，上述の評価の構成内容をみるとき，

この業績評価会計は，管理会計の特徴をすぐれて代表していると解されるこ

とに注意しなければならない。たとえば〆意思決定は，個々の管理者あるい

は組織単位として機能するため，現実には，個々の意思決定は上位の組織目

標を志向して調整されなければならないが，業績評価会計は，このような認
岡

整のため|こ貢献する技法として意義づけることができる。さらに，業繊評価

会計は，意思決定あるいはその調整のための具体的な管理形態としての計画

設定と統制に適応する独自の論理と構造をもつとみることができるのである。

－１０１－
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そこで，とりわけその位置づけに注意がはらわれなければならない。

業績評価会計の位邇づけは，その特性からして意思決定会計との関係によ

ってあらわされる。上述したように，1951年以降に管理会計体系論を展開し

てきたアメリカ会計学会（ＡＡＡ.）の｢経営意思決定モデル委員会報告書」

（1969年）では，意思決定を計画と統制の管理機能を遂行するさいの代替案

に関する選択にかかわる概念であるとみて，業績評価会計は意思決定会計に
樋

対して，従属する関係にある力､のようにみている。これに対して，同じＡＡＡ

の「会計測定の基礎に関する委員会報告書」（1971年)では，会計測定の観点
閲

から，図６のように,会計をオペレーショナノレ会計(operationalaccounting）

利害調整会計（equiWaccounting）の範囑に区分している。これまでの管理

図６会計と経営情報システムの関係

会計 経営惰報システム

の
分
析

非
財
務
デ
ー
タ

ハ
蕗
擶
幻

利
害
調
整
会
計

会
計

会計体系論では，測定問題をさける傾向があったのに対し，この体系論は測

定に関する問題意識から体系的榊築をはかっている点で，無視できない構想

とみることができる。たとえば，これにも関連して，豊島義一教授はつぎの

ように示されるのである､：

表２

IHI奎旦

同音１３通:志決定会

央定会届
圏對

け〕の今

Ｐ■ 判lrFIdh

－１０２－
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こうして，つまるところ利害調整会計あるいは業績評価会計と，意思決定

会計とは，並列ないしは対立する関係として位邇づけられることになる。す

でに述べてきたように，業績評価は測定の機能を内包している。さらに，経

営管理機能を計画設定，統制，および評価と類型化しても，それぞれの管理

機能を遂行するために，情報は不可欠であるこというまでもないことである。

また，管理者の情報要求・利用目的を考えてみるに，情報要求は多元化して

いるとみなければならないが，ここで多様な利用目的に対応する情報は，
ITI）

楓Ｉ定プロセスの結果に依存することが強調されよう。しかるに，測定は計画

設定，統制，および評価のすべてに関連することが確認される。この意味で

も，管理会計が，伝統的枠組みに固執しない会計制度として再構成される可

能性のある点は否定しえない。しかし，意思決定に対する情報提供という課

題に応える管理会計技法の拡充・発展志向を会計の基本的枠組みに関してと

らえ直すなら，技法の発展を促進してきた管理会計体系論にも問題を宿し
⑰

てし､ることが指摘されよう。そのことは，管理会計体系論の再検討をうなが

すことにもなるが，上述における問題意識を横極的に議論に反映すべきなら，

測定に力点をおく観点からするアプローチには意義を認めなければならない

であろう。現在注目される意思決定会計と業績評価会計に二分する体系論も

この観点から分析しなおすことによって，管理会計理論に新たな内実を与え

ることになる。そこで，今日の管理会計理論は，この議論をとおして管理会

計独自の論理と構造の解明にむけて前進することになるであろう。

(注）

㈹管理階層に即して理解される業績管理プロセスとみることもできよう。なお，マネ

ジメント・コントロール・プロセスと管理会計の関係については，門田安弘箸「多目
標と階層組織の管理会計」同文館，1978年を参照。

㈱総合予算（masterbudget）が諸計画を調整する手段であるとしてそのことを重視
する有力な見解がある。たとえば，、.Ｔ・Decoster，ｅｔａｌ，ｏＰ・ciIb，ｐｐ､１４～15があ
げられる。

㈱ＡＡＡ.，いReportofCommitteeonManagerialDecisionModels，”SuppI-
ememttotheAccountingRoview,ＶｏＬＸＬＩＶ，1969,chap､１，法政大学会計学研

究室訳「アメリカ会計学会基礎的会計理論の展開」同文館34～37頁。
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６９Ａ､ＡＡ.，‘ReportoftheCommitteeonFoundationsofAccountingMea-

surement,"SupplementtotheAccountingReviewoVoLXLVI,1971,p､11,

なお，津曲直躬稿「会計測定における測度と時間」企業会計Vol,２３，ＮｃＬ７を参照のこ

と。

(7O豊島義一穂「意志決定会計の形成に関する若干の考察｣神戸大学会計学研究室網｢現
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m）戦後の管理会計体系論について，津曲直鯛教授は，管理会計論の対象規定との関連

において理論的問題を含んでいることを指摘する。示唆に富む見解とおもわれる。津

曲直鯛「前掲香」７１頁を参照のこと。

5．おわりに

第２次大戦後の管理会計体系論は，経営管理職能に対する会計の役立ちを基

本要素とみることによって，経営管理の過程的分析に依拠して，当初は基本

的に計画会計と統制会計に区分してきた。このような管理会計体系論は，管

理会計論を整序する枠組みとして，管理会計の概念や諸技法のあり方を方向

づけてきた。しかしながら，管理会計論の展開は，経営管理者の意思決定に

関する情報要求をみずからの課題とする方向をたどることとなった。このよ

うなインパクトは，意思決定会計・業績評価会計という体系論の登場をもた

らしたといえる。だが，そこにも管理会計論に内在する会計的方法の成立要

件や会計の社会的関係を明確に規定しえていないという問題が含まれている。

そのことは，管理会計論のありうる態様を示唆するものといえる。

本稿は，以上のように管理会計体系論の展開を統制概念の変遷に注意と関

心を向けながら検討してきた｡最後に付言すれば,意思決定会計・業績評価会

計の体系は，ありうる管理会計の発展方向を示すマイルストーンとみること

ができるかもしれないと考えている。別の機会にあらためて検討したい。

－１０４－


